覚書

●●（以下「甲」という。）と●●（以下「乙」という。）は、甲乙間で●●●●年●●月●●日付けで締結した●●契約（以下「原契約」という。）に関して、次のとおり覚書（以下「本覚書」という。）を締結する。

第１条（原契約の変更）
甲及び乙は、●●●●年●●月●●日をもって、原契約を以下のとおり変更する。
【※変更する条項ごとに、変更前・変更後の文言を記載し、変更箇所に下線を付してください。以下は記載例です（●●は変更前、▲▲は変更後の内容）。】

	変更前（原契約の該当条項）
	変更後

	第●条（対価）
甲は乙に対し、対価として金●●円（消費税及び地方消費税別）を支払うものとする。
	第●条（対価）
甲は乙に対し、対価として金▲▲円（消費税及び地方消費税別）を支払うものとする。

	第●条（有効期間）
本契約は、本契約締結日から●●●●年●●月●●日まで効力を有するものとする。
	第●条（有効期間）
本契約は、本契約締結日から▲▲▲▲年▲▲月▲▲日まで効力を有するものとする。



第２条（原契約との関係）
１．本覚書に定めのない事項については、原契約の定めに従う。
２．本覚書と原契約の定めが抵触する場合は、本覚書の定めが優先する。
３．本覚書で用いる用語は、本覚書に別段の定めがある場合を除き、原契約における定義に従う。

本覚書の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名又は記名押印のうえ、各１通を保有する。なお、本覚書を電磁的記録により締結する場合は、本覚書の電磁的記録を作成し、甲乙がそれぞれ電子署名を施したうえで、各自その電磁的記録を保管する。

●●●●年●●月●●日

【甲】
住　所
名　称
代表者

【乙】
住　所
名　称
代表者


【※注記（締結時に削除してください）】
1．当事者が個人の場合は、「名称」「代表者」に代えて「氏名」と記載してください。
2．書面で締結する場合は、署名又は記名押印をしてください。電磁的記録により締結する場合は、署名欄は電子署名に代わります。
3．原契約の金額・期間等の重要な事項を定め、又は変更・補充する覚書は、印紙税の課税文書に当たる場合があります。電磁的記録により締結する場合は、収入印紙は不要です。
4．原契約の有効期間を延長する場合は、原契約の期間が満了する前に本覚書を締結してください。
5．金額を記載する場合は、消費税等を含むか否かを明記してください。
